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電磁的方法による書面交付義務の履行に係る承諾の取得方法

⚫ 電気事業法上、小売電気事業者等が、電磁的方法（Web、メール等）で書面交付義務を履行

するには、書面等（書面又は電気事業法施行規則第３条の１５に定める電子情報処理書式を

使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法）で需要家の承諾を得る必要がある。

⚫ 書面等により需要家の承諾を得ることを要する趣旨は、需要家が電磁的方法を用いた提供に

係る承諾をするか否かについて、①十分な情報を与えられた上で慎重に判断し、かつ②当該

承諾の有無を事後的にも明確にする点にある。

⚫ 昨年、需要家が電話口で承諾した旨を録音する方法で当該承諾を取得していた小売電気事業

者に対して、上記の趣旨に照らして当該方法は認められないとして行政指導を行った。

⚫ 他方で、需要家の電話口での承諾を録音する方法については、過去に示された行政判断（次

頁参照）は存在するものの、指針等では明記されていない。

⚫ このため、需要家の電話口での承諾を録音する方法は認められないことを明確化するため、

電気の小売営業に関する指針の改正を建議することとしたい。また、ガスに関しても同様で

あるため、ガスの小売営業に関する指針についても改正を建議することとしたい。
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【参考】過去の行政判断

⚫ 第23回再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォースにおいて、提案事項に対する回答

として、需要家の電話口での承諾を録音する方法は適切ではない旨が示されている。
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【参考】電気事業法施行規則の解釈
⚫ 電気事業法施行規則第３条の１５に定める情報通信技術を利用する方法として、以下の方法が規定され

ている。

①電子メールを送信する方法であって、小売電気事業者等が当該電子メールの記録を出力することによ

る書面を作成することができるもの（例：需要家が電子メールで承諾する旨を記入して送信する）

②当該小売電気事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された小売供給を受けよ

うとする者の承諾に関する事項を電気通信回線を通じて小売供給を受けようとする者の閲覧に供し、

当該小売電気事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該小売供給を受けようとす

る者の承諾に関する事項を記録する方法（例：需要家が小売電気事業者のウェブサイトにアクセスし

て承諾の入力をする）

③電磁的記録媒体に小売供給を受けようとする者の承諾に関する事項を記録したものを得る方法（例：

需要家がUSBに承諾した記録を保存して交付する）

⚫ 需要家の電話口での承諾を録音する方法は、上記の①～③と比較して、需要家の能動的な意思表示の程

度が劣り、需要家の判断が十分に慎重に行われない可能性があることや、事後的な確認の容易さにおい

て異なるものであると言える。

⚫ なお、電気通信事業法や特定商取引に関する法律においても、電磁的方法で書面交付義務を履行するに

当たっての承諾の取得方法として同様の規定があるが、総務省及び消費者庁に確認したところ、いずれ

も、需要家の電話口での承諾を録音する方法は想定していないとのことであった。
（ 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」 「契約書面等に記載すべき事項の電磁的方法による提供に係るガイドライン」参照）
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電力の小売営業に関する指針の改正案
改定後 現行

【参考：供給条件の説明義務・書面交付義務の解説】
２ 契約締結前の書面交付義務
（１） 契約締結前の書面交付義務の意義

説明義務と同様、需要家に対して料金その他の供給条件に係る十分な説明
が行われないことに起因するトラブルの発生を未然に防止するとともに、需
要家が料金その他の供給条件を十分に理解した上で小売供給を受けることが
できる環境を整備する趣旨から、小売電気事業者等に対し、契約締結前の説
明時における書面交付義務を設けているものである。（以下略）

（２） 遵守すべきルール
ウ 契約締結前交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
 需要家の承諾を得る方法については、あらかじめ、需要家に対し、

 小売電気事業者等が用いる電磁的方法の種類（後述の２（２）ウⅱ）
 参照）及び内容（ファイルへの記録の方式）を示し、需要家から書面又  

   は電磁的方法による承諾を得ることが必要となる（電気事業法施行令
（昭和４６年政令第２０６号）第２条第１項並びに施行規則第３条の１
４及び第３条の１５）。また、このような承諾を得た場合であっても、 

    その後に需要家から書面又は電磁的方法により電磁的方法による提供を
受けない旨の申出があったときは、契約締結前交付書面に代わる電磁的

     方法による提供をしてはならない（電気事業法施行令第２条第２項）。
                      なお、前述の２⑴の趣旨に照らせば、電話において需要家が口頭で承

諾した旨を録音する方法は、認められない。

３ 契約締結後の書面交付義務
ウ 契約締結後交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
契約締結前交付書面の場合と同様である（前述の２（２）ウⅰ）参照。

電気事業法施行令第２条第３項。）。

【参考：供給条件の説明義務・書面交付義務の解説】
２ 契約締結前の書面交付義務
（１） 契約締結前の書面交付義務の意義

説明義務と同様、需要家に対して料金その他の供給条件に係る十分な説明
が行われないことに起因するトラブルの発生を未然に防止するとともに、需
要家が料金その他の供給条件を十分に理解した上で小売供給を受けることが
できる環境を整備する趣旨から、小売電気事業者等に対し、契約締結前の説
明時における書面交付義務を設けているものである。（以下略）

（２） 遵守すべきルール
ウ 契約締結前交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
 需要家の承諾を得る方法については、あらかじめ、需要家に対し、

  小売電気事業者等が用いる電磁的方法の種類（後述の２（２）ウⅱ）
 参照）及び内容（ファイルへの記録の方式）を示し、需要家から書面又  

   は電磁的方法による承諾を得ることが必要となる（電気事業法施行令
（昭和４６年政令第２０６号）第２条第１項並びに施行規則第３条の１
４及び第３条の１５）。また、このような承諾を得た場合であっても、 

    その後に需要家から書面又は電磁的方法により電磁的方法による提供を
受けない旨の申出があったときは、契約締結前交付書面に代わる電磁的

    方法による提供をしてはならない（電気事業法施行令第２条第２項）。
（新設）

３ 契約締結後の書面交付義務
ウ 契約締結後交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
契約締結前交付書面の場合と同様である（前述の２（２）ウⅰ）参照。

電気事業法施行令第２条第３項。）。
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ガスの小売営業に関する指針の改正案
改定後 現行

【参考：供給条件の説明義務・書面交付義務の解説】
２ 契約締結前の書面交付義務
（１） 契約締結前の書面交付義務の意義

説明義務と同様、需要家に対して料金その他の供給条件に係る十分な説明
が行われないことに起因するトラブルの発生を未然に防止するとともに、需
要家が料金その他の供給条件を十分に理解した上で小売供給を受けることが
できる環境を整備する趣旨から、ガス小売事業者等に対し、契約締結前
の説明時における書面交付義務を設けているものである。（以下略）

 
（２） 遵守すべきルール

ウ 契約締結前交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法
i） 需要家の承諾を得る方法

ガス小売事業者等は、ガス事業法第１４条第３項の規定により、電磁
的方法により小売供給に係る料金その他の供給条件を提供しようとする
ときは、あらかじめ、 需要家に対し、ガス小売事業者等が用いる電磁的
方法の種類（後述の２（２）ウⅱ） 参照）及び内容（ファイルへの記録
の方式）を示し、需要家から書面又は電磁的方法による承諾を得る
ことが必要となる（施行令第２条第１項）。 また、このような承諾を得
た場合であっても、その後に需要家から書面又は電磁的方法により電磁
的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、契約締結前交付
書面に代わる電磁的方法による提供をしてはならない。ただし、当該需
要家が再び承諾をした場合は、この限りでない（施行令第２条第２項）。
なお、前述の２⑴の趣旨に照らせば、電話において需要家が口頭で承

諾した旨を録音する方法は、認められない。

３ 契約締結後の書面交付義務
ウ 契約締結後交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
契約締結前交付書面の場合と同様である（前述の２（２）ウⅰ）参
照。）。

【参考：供給条件の説明義務・書面交付義務の解説】
２ 契約締結前の書面交付義務
（１） 契約締結前の書面交付義務の意義

説明義務と同様、需要家に対して料金その他の供給条件に係る十分な説明
が行われないことに起因するトラブルの発生を未然に防止するとともに、需
要家が料金その他の供給条件を十分に理解した上で小売供給を受けることが
できる環境を整備する趣旨から、ガス小売事業者等に対し、契約締結前
の説明時における書面交付義務を設けているものである。（以下略）

（２） 遵守すべきルール
ウ 契約締結前交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
ガス小売事業者等は、ガス事業法第１４条第３項の規定により、電磁

的方法により小売供給に係る料金その他の供給条件を提供しようとする
ときは、あらかじめ、 需要家に対し、ガス小売事業者等が用いる電磁的
方法の種類（後述の２（２）ウⅱ） 参照）及び内容（ファイルへの記録
の方式）を示し、需要家から書面又は電磁的方法による承諾を得る
ことが必要となる（施行令第２条第１項）。 また、このような承諾を得
た場合であっても、その後に需要家から書面又は電磁的方法により電磁
的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、契約締結前交付
書面に代わる電磁的方法による提供をしてはならない。ただし、当該需
要家が再び承諾をした場合は、この限りでない（施行令第２条第２項）。
（新設）

３ 契約締結後の書面交付義務
ウ 契約締結後交付書面に代わる情報通信技術を利用する方法

i） 需要家の承諾を得る方法
契約締結前交付書面の場合と同様である（前述の２（２）ウⅰ）参
照。）。
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【参考】関係条文（1/４）

（供給条件の説明等）
第２条の１３ （略）
２ 小売電気事業者等は、前項の規定による説明をするときは、経済産業省令で定める場合を除き、小売供給を受けようとする者に対し、当該小売供給に係
る料金その他の供給条件であつて経済産業省令で定める事項を記載した書面を交付しなければならない。

３ 小売電気事業者等は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めるところにより、小売供給を受けようとする者の承諾を得て、当該書面に記
載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて経済産業省令で定めるものにより提供することがで
きる。この場合において、当該小売電気事業者等は、当該書面を交付したものとみなす。

（書面の交付）
第２条の１４ 小売電気事業者等は、小売供給を受けようとする者と小売供給契約を締結したとき（小売供給契約の締結の媒介を業として行う者にあつては、
当該媒介により小売供給契約が成立したとき）は、経済産業省令で定める場合を除き、遅滞なく、その者に対し、次に掲げる事項を記載した書面を交付しな
ければならない。
一～三 （略）

２ 小売電気事業者等は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めるところにより、小売供給を受けようとする者の承諾を得て、当該書面に記
載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて経済産業省令で定めるものにより提供することがで
きる。この場合において、当該小売電気事業者等は、当該書面を交付したものとみなす。

電気事業法（昭和３９年法律１７０号）
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【参考】関係条文（2/４）

（小売電気事業者等による情報通信の技術を利用する方法を用いた供給条件に関する事項等の提供の方法）
第２条 小売電気事業者等（法第二条の十三第一項に規定する小売電気事業者等をいう。次項及び第四十六条第二項第一号において同じ。）は、法
第二条の十三第三項の規定により同項に規定する事項を提供しようとするときは、経済産業省令で定めるところにより、あらかじめ、当該事項の提供の相
手方に対し、その用いる同項に規定する情報通信の技術を利用する方法（次項において「電磁的方法」という。）の種類及び内容を示し、書面又は電子情
報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて経済産業省令で定めるもの（次項において「書面等」という。）による承
諾を得なければならない。

２ （略）
３ 前二項の規定は、法第二条の十四第二項の規定による同項に規定する事項の提供について準用する。

電気事業法施行令（昭和４０年政令第２０６号）

電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）

（小売電気事業者等による情報通信の技術を利用した承諾の取得）
第３条の１５ 令第二条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）に規定する電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法であって経済産業省令で定めるものは、次に掲げるものとする。
一 電子メールを送信する方法であって、小売電気事業者等が当該電子メールの記録を出力することによる書面を作成することができるもの
二 当該小売電気事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された小売供給を受けようとする者の承諾に関する事項を電気通信回線
を通じて小売供給を受けようとする者の閲覧に供し、当該小売電気事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該小売供給を受けようと
する者の承諾に関する事項を記録する方法

三 電磁的記録媒体に小売供給を受けようとする者の承諾に関する事項を記録したものを得る方法
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【参考】関係条文（３/４）

（供給条件の説明等）
第１４条 （略）
２ ガス小売事業者等は、前項の規定による説明をするときは、経済産業省令で定める場合を除き、小売供給を受けようとする者に対し、当該小売供給に係る
料金その他の供給条件であつて経済産業省令で定める事項を記載した書面を交付しなければならない。

３ ガス小売事業者等は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めるところにより、小売供給を受けようとする者の承諾を得て、当該書面に記載
すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて経済産業省令で定めるものにより提供することができ
る。この場合において、当該ガス小売事業者等は、当該書面を交付したものとみなす。

（書面の交付）
第１５条 ガス小売事業者等は、小売供給を受けようとする者と小売供給契約を締結したとき（小売供給契約の締結の媒介を業として行う者にあつては、当
該媒介により小売供給契約が成立したとき）は、経済産業省令で定める場合を除き、遅滞なく、その者に対し、次に掲げる事項を記載した書面を交付しなけ
ればならない。
一～三 （略）

２ ガス小売事業者等は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めるところにより、小売供給を受けようとする者の承諾を得て、当該書面に記載
すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて経済産業省令で定めるものにより提供することができ
る。この場合において、当該ガス小売事業者等は、当該書面を交付したものとみなす。

ガス事業法（昭和２９年法律５１号）

10



【参考】関係条文（４/４）

（ガス小売事業者等による情報通信の技術を利用する方法を用いた供給条件に関する事項等の提供の方法）
第２条 ガス小売事業者等（法第十四条第一項に規定するガス小売事業者等をいう。次項並びに第二十条第四項及び第五項において同じ。）は、法第十
四条第三項の規定により同項に規定する事項を提供しようとするときは、経済産業省令で定めるところにより、あらかじめ、当該事項の提供の相手方に対し、
その用いる同項に規定する経済産業省令で定める方法（次項において「電磁的方法」という。）の種類及び内容を示し、書面又は電子情報処理組織を使
用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて経済産業省令で定めるもの（次項において「書面等」という。）による承諾を得なければなら
ない。

２ （略）
３ 前二項の規定は、法第十五条第二項の規定による同項に規定する事項の提供について準用する。

ガス事業法施行令（昭和２９年政令第６８号）

ガス事業法施行規則（昭和４５年通商産業省令第９７号）

（ガス小売事業者等による情報通信の技術を利用した承諾の取得）
第１６条 令第二条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）に規定する電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用
する方法であつて経済産業省令で定めるものは、次に掲げるものとする。
一 電子メールを送信する方法であつて、ガス小売事業者等が当該電子メールの記録を出力することによる書面を作成することができるもの
二 当該ガス小売事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された小売供給を受けようとする者の承諾に関する事項を電気通信回線を
通じて小売供給を受けようとする者の閲覧に供し、当該ガス小売事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該小売供給を受けようとする
者の承諾に関する事項を記録する方法

三 電磁的記録媒体に小売供給を受けようとする者の承諾に関する事項を記録したものを得る方法
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目次

1.電気及びガスの小売契約における書面交付義務に係る需要家
からの承諾の取得方法について

2.ガス開栓に係る取引環境の整備について
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ガス開栓に係るガス小売事業者・卸売事業者間の協議の促進

⚫ 第７回制度設計・監視専門会合（以下「第７回専門会合」という。）において、ワンタッチ

卸を利用するガス小売事業者のガス開栓の受付日数（需要家から何営業日以降の開栓を受け

付けるか）を短縮し、ガス開栓に係る取引環境を整備するため、適正なガス取引についての

指針を見直す方針について御了承いただいた。本日は、具体的な改正案について御議論いた

だきたい。

13

令和7年3月31日開催
第7回制度設計・監視専門会合

資料６（抜粋）



適正なガス取引についての指針の改正案（１／２）

⚫ 第７回専門会合では、指針の改正案に関して、ガス小売事業者からの要請の有無によってガ

ス開栓の受付日数が変わってくる可能性があるため、「ワンタッチ卸事業者が標準処理期間

を示す形としてはどうか」「ワンタッチ卸事業者は（申込内容の誤り等に備えた）バッ

ファーの削減をすべきということを原則として記載してはどうか」という御意見を頂いた。

⚫ 卸売契約における条件は、ワンタッチ卸事業者とガス小売事業者の協議により決められるこ

とが原則であり、実態として、卸価格に加えて、処理の速度や受付日数、システムの利用の

しやすさ等もワンタッチ卸事業者間の競争の要素となっている。また、需要家の申込内容の

誤り等に備えたバッファーの内容や誤り等の処理方法はワンタッチ卸事業者によって異なる。

⚫ このため、指針において方向性を示した上で、ワンタッチ卸事業者とガス小売事業者の協議

を促進することが重要であると考えられる。

⚫ なお、ワンタッチ卸事業者は、業務運用やシステムの都合上、画一的に受付日数を設定する

（ガス小売事業者ごとに個別に受付日数を設定することはしない）ものと考えられる。
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参考：第７回専門会合での御議論（関連部分抜粋）
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【松田委員】
• 提案としては、「望ましい行為」として、ガス小売事業者からワンタッチ卸事業者に対して、バッファー削減の要請があった場合には、

要請に誠実に応じることが望ましいと記載するとのことだが、ガス契約のスイッチングにおいて物事が滞ったりするのだとすれば、手続
きの標準化に関して、まだまだ取り組むべき点があるのではないかと想像している。

• 今回の提案のように「望ましい行為」として書くと、例えば、要請があった場合には要請に応じるし、要請がなかった場合は何もしない
といったことになり、事業者ごとに表示する日数が変わってくる可能性があると考えられる。また、事業者ごとに要請があるかないかで
変わってくるということで、より一層対応が各社各様になってきて標準化から遠のいてしまうのではないか。

• 要請があるなしにかかわらず、そもそも卸売事業者としては、最短標準処理期間といった考え方のように、バッファーを入れずに、通常
であればこの日数で回答できるが、イレギュラーなことがあれば別途日数が掛かる可能性がある、という形で、そのような期間を一律に
示すということも考えられるのではないか。

【二村委員】
• 提案の意図としては良いと思うが、バッファーの削減について要請があった場合にはという点に関して言うと、そもそも小売事業者の側

からはバッファーがあるのかないのか、どの程度バッファーがあるのかということは分からないケースも多いのではないかと思う。そう
いう意味では松田委員の御提案のとおり、要請のあるなしではなく、一般的な原則として書いた方が良いのではないか。書き方として、
例えばできるだけ速やかに対応するということで良いのか、もう少し踏み込んだ方が良いのかは御意見を頂きたいところではあるが、や
やこの書き方では、小売事業者の側からするとどうすればよいのだろうとなってしまうのではないかと思う。また、一方で、小売事業者
からバッファーの削減を要請されても、ワンタッチ卸事業者からは「そんなバッファーはありません」と言われてしまうのではないかと
懸念した。もう少し書き方を検討できるのではないか。

【事務局（下津取引監視課長）】
• 誠実に応じるという記載の仕方をしたが、ワンタッチ卸事業者と小売事業者の契約は民民のものであり、バッファーの確保に関しても当

事者間の交渉によって決めるというのが原則であると考えている。一定の方向性を示しつつ、当事者間の交渉を促進すべく、誠実に対応、
という表現を使った。

• 頂いた御意見を踏まえて、どのように記載するかは検討したい。

※第7回専門会合の議事録は、本会合開催時点で未公表のため、上記の関連部分について、御発言者に了承を得て掲載した。



適正なガス取引についての指針の改正案（２／２）

⚫ 以上を踏まえ、「卸売分野における適正なガス取引の在り方」の「公正かつ有効な競争の観

点から望ましい行為」として、下記の記載を追加する改正を建議することとしたい。
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第二部 適正なガス取引についての指針
Ⅱ 卸売分野における適正なガス取引の在り方
２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為
ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為

ワンタッチ供給の場合のガス開栓に要する期間に係る協議の促進

ガス小売事業者がワンタッチ供給を行う場合、卸売事業者がガス小売事業者から需要場所への卸供給申込みを受

けて一般ガス導管事業者に託送申込みを行うことになるが、需要家の申込内容に誤り等があった場合に備えて、原

則としてガス開栓の予定日まで猶予のある需要家に係る申込みのみを受け付けている卸売事業者も存在しており、

ワンタッチ供給を行うガス小売事業者は、実態として、短期間でのガス開栓を希望する需要家の申込みを受け付け

ることができない場合がある。

こうした状況を踏まえると、ガス小売事業者から卸売事業者に対して、需要家の申込内容の誤り等についてガス

小売事業者が迅速かつ責任を持って対応を行うことを前提に、短期間でのガス開栓を希望する需要家に係る申込み

も受け付けるよう要請があった場合には、卸売事業者は、需要家の申込内容に誤り等があった場合に備えて設けて

いる期間を削減するなど、誠実に対応することが望ましい。
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